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【要旨】　環境保護と貧困脱却をきっかけとする中国チベット地区の生態移民政策が実施されてか

ら、すでに 15年以上経過している。政策の実施により、重点保護区域の住民をはじめ、厳しい自
然環境の中で暮らしてきた一部の牧畜民は現代化した利便性の高い生活環境を提供され、移民村で

安定かつ安心した生活を送っている。しかし、重点保護区域以外の地域では、生態移民政策の実施

に伴い、家畜の急減や近代化の波による人口流出が進行してしまった。

　そもそも環境保護は近代の科学的な活動に限られたものではなく、科学的な環境保護の活動歴が

短いチベット地区においては、伝統的な環境保護策や慣習法、長年にわたる牧畜生活の経験知でい

わゆる環境保護の機能を果たしてきた。そのために、環境保護を考察する上で、伝統的な生態意識

の部分の重要性がもっと注目されてもよいと考える。

　本論文では、自然環境の改善状況、環境破壊の原因、伝統的な生態意識、環境保護と生活向上と

の関連性などの住民の意識を多角的な実証的データに基づいて明らかにし、生態移民政策を評価す

ることが目的である。

　分析対象は、青海省チベット地区における 4州 1市 18カ所の生態移民村の 500人である。分析
の結果、年齢層が高くなるにつれて牧畜地の自然環境が改善しなかったとする傾向が見られた。牧

草地の環境破壊の原因について、住民と政府の間で認識のギャップが生じており、住民の伝統的な

生態意識が普遍的に高い中、新たな変容が生じていることを明確化することができた。最後に、伝

統的な生態意識の伝承、並びにコモンズの再生に向けて、「牧畜民が草原と町の間を行き来する生

活を送ることで環境保護と生活向上が同時に達成できる」という二地域居住の暮らし方を尊重しつ

つ、新時代に適した牧畜業の模索が必要だと提起することができた。
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Traditional Ecological Awareness and Causes of Environmental Destruction in Tibetan 
Pastoralists Districts of Qinghai province from the Perspective of Local Residents 

　―　Focusing on the Current State of Ecological Immigration Policy　―　

Abstract：In this paper, reviewing previous studies and theories related to environmental pro-
tection of ecological immigrations, I will discuss the destruction and restoration of the natural 
environment from various perspectives such as traditional ecological awareness, current occupa-
tion, education background and place of residence. The aim is to clarify the effects and issues of 
ecological immigration policy. The analysis target is the questionnaire survey conducted in 2019, 
500 immigrants from 18 ecological immigrant villages in 4 states and 1 city in Qinghai Province.
　As a result of the analysis, first, 60％ of the herders recognize that the natural environment of 
the pastoral land has improved, while more than 10％ recognize that it is getting worse, and as 
the age group gets older. Second, there is a perception gap between residents and the govern-
ment about the causes of environmental destruction in pastures. Then, it was clarified that a new 
transformation is occurring while the traditional ecological awareness of the inhabitants is univer-
sally high. Finally, for the transmission of traditional ecological awareness and the revitalization 
of the commons, with respect for the lifestyle of dual residence. I was able to propose that it is 
necessary to search for a livestock farming industry suitable for the new era.
Keywords：Commons, Traditional Ecological Knowledge （TEK）, Ecological Immigrants, Envi-
ronmental Destruction, Pastoralists

はじめに

　長江、黄河、メコン川の源流地である青海省は中国の西部に位置する省で、2000年以降、「牧畜民

の過放牧が牧草地を破壊する主な原因だ」という中央政府の判断で、生態移民政策による大規模な牧

畜民の都市への移住が進められた。

　一方、牧畜民―家畜―草原の生態系に頼ってきた伝統的な牧畜生活は必ずしも環境破壊に繫がると

は限らず、自然を保護する、あるいは共生するという点で有意に働いてきたとも考えられる。

　本論文は、自然環境の破壊あるいは回復状況について、伝統的な生態意識や現在の職業、学歴、居

住地等の多角的視点から住民の意識をあぶりだし、生態移民政策の効果と課題を明らかにしようとす

るものである。

Ⅰ　研究背景と先行研究

（1）　研究背景

　青海省チベット地区の多くの地域で生態移民政策が実施されて 15年以上が経過している。政策の

実施により、重点保護区域の住民をはじめ、厳しい自然環境の中で暮らしてきた一部の牧畜民は現代

化した利便性の高い生活環境を提供され、移民村で安定かつ安心した生活を送っている。かつて、重

点保護区域には他の地域に比べ居住世帯が少なく、狼やチベットカモシカ、シマウマなど 179種類の
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野生動物が生存していた。しかし近年では、外部からの違法な密猟により大幅に減少し、野生動物は

消滅の危機に瀕している。これは、生態移民政策の第二期で実施された「国家公園」政策の成立によ

り、消滅の危機にある動物を再繁殖させることが可能となり、大きな貢献となった。

　一方、重点保護区域以外の地域では、生態移民政策の実施に伴い、家畜の急減や近代化の波による

人口流出が進行してしまった。青海省チベット地区はもともと第一次、第二次産業が主な産業である

ため、都市部に移住しても安定した収入が得られず、国の補助金に頼って生活を送っているのが生態

移民の現状である（田ほか 2012；韋 2016；桑 2016）。今や原住地では家畜の急減によるコモンズの

悲劇と、移住地では社会資源の欠如による生活保障の問題が生じている（彭毛夏措 2021：76）。

　上述のように、生態移民政策は、重点保護区域はともかく、それ以外の区域で暮らす牧畜民にとっ

ては決して有効に作用しているとはいえない。更に言えば、チベット地区の環境破壊は過放牧だけに

原因があるとは言い難い。

　そもそも環境保護活動は近代の科学的な手法に限らず、そのような活動経験が短いチベット地区に

おいては、伝統的な環境保護策や慣習法（常 2013；李 2016）、また、長年にわたる牧畜生活の経験知

（陝 2014）でいわゆる環境保護の機能を果たしてきた。これら伝統的な保護活動のことは人類学の領

域では伝統的な生態学的知識（Traditional Ecological Knowledge：TEK）とも呼ばれている。その

ために、環境保護を考察する上で、伝統的な生態保護意識の部分の重要性がもっと注目されてもよい

と考える。

（2）　先行研究のまとめ

　チベット牧畜地における住民の生態意識について述べる際、その理論的概念としてコモンズと伝統

的な生態学的知識の二つが挙げられる。

　まず、コモンズ（commons）とは「共有地」、「入会地」など「みんなのモノ」を意味し、大きく

「グローバル・コモンズ」と「ローカル・コモンズ」の二つの概念に分類することができる。井上

（2004）は地球大気のような非所有（オープンアクセス）の資源を「グローバル・コモンズ」、地域の

共的所有制度を「ローカル・コモンズ」と解釈している（井上 2004：52）。本研究では、青海省チベ

ット地区の牧草地と様々な資源というローカル・コモンズのことを指す。

　コモンズ論に関して大きく二つの論点がある。一つめは過剰利用によるコモンズの悲劇説である。

これは G. Hardin（1
（1）
968）の主張でもあり、利用者による過剰利用によって、コモンズ（共有地）が

崩壊するという理論からすれば、過放牧は牧畜地の環境破壊の原因になると考えられるが、これに対

して、Ostrom（1990）を代表とする多くの生態移民研究者から反論が生じている。彼らの主張は利

用者が地域のルールに基づいて過剰利用を避け、コモンズが持続的に維持管理されてきたということ

である。

　もう一つは、過少利用によるコモンズ問題の仮説といえるものである。この仮説では、先の予測と

は逆に、牧畜地の人口流出や活用度の急減により、コモンズが破壊されるという指摘である（飯國

2012；林・金澤 2014；森野 2014；寺林 2017）。青海省では生態移民の都市への集住化と家畜の急減

により自然環境の悪化が促進されている。

　上記のコモンズ論争をめぐり、チベット研究の領域では、割り当てられた牧草地が柵で囲まれる
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と、土地利用と所有権が分けられ、家畜の移動性の低下（Scoones 1994）、家畜生産コストの増加

（李・張 2009；Gongbuzeren et al. 2016）、断片化されたコミュニティ社会を特徴とする前例のない不

確実性が生じること、ネットワークと互恵性（Li, Huntsinger 2011）、生計の脆弱性の増加（Yeh et 

al. 2011；Scoones 1994）、及び放牧地劣化のレベルの向上（Cao et al. 2013；Harris et al. 2016；Li et 

al. 2018）などが表れることが挙げられている。

　次に、伝統的な生態学的知識に関して言えば、チベット高原では少なくとも 7世紀に統一王朝が成

立しており、長年にわたって牧畜民の知恵と経験に基づいてその地域に適した牧畜生活が送られてき

た。Marc Foggin・Gongbuzhaxi（2013）は何世紀にもわたるこの経験を「伝統的な生態学的知識

（T
（2）
EK）」という言葉を使い、伝統的な生態学的知識を現代の科学的な環境保護活動と融合させて発

展させるべきだと指摘している。

　TEKの理論研究については、国内外で多くの研究が蓄積されてきており、代表的な研究として

Berkes（1993）；Lewis（1993）；Hunn（1993）；大村（2002a；2002b）らの研究がある。これらの研

究では、TEKの定義やいかにして S
（3）
EKと対立するに至ったのかについて述べている。

　その中で、Berkesは「（TEKとは）生命体（人間を含む）相互の関係と生命体と環境の関係に関

する累積された知識と実践と信念の総体であり、適応の過程で発達し、文化的な伝達によって世代を

越えて伝えられる（Berkes 1999：8）」と定義している。

　近年では、伝統的な生態学的知識をめぐる議論は過疎や人口減の対処を考える上で深く重要な問題

になっている。それは香坂ら（2018）が述べるように、人口の縮小とその結果である過少利用などに

よって、農山村の景観や里山の喪失、あるいはその地域ならではの農作物の生産が廃れるといったこ

とが危機として取り上げられる。そのような景観や生産について、再生したり、担い手が変わったり

して継承していこうとしたときに、道具、農作物の種子などがたとえ保管されていたとしても、そこ

に関連した知識、祭礼を含めてそこにまつわる文化的な意味づけが喪失されると、再生や継承は容易

ではなくなる。農作放棄地や竹林の拡大、里山の荒廃などは深刻だが景観などは「目に見える危機」

であるのに対して、その根底にある関連する知識の喪失や継承にはあまり注目が集まらない（香坂ほ

か 2018：216）。

　そして、渡辺ら（2005）は地域住民の生態系に関する知識とその世代間の変遷について、日本の生

物多様性が維持されてきた構造として、伝統的な里山の景観において営まれてきた適切な人為管理と

多様な環境のモザイク状の配置が重要な要素だと指摘し、TEKは日常生活を通じて獲得・伝承され

ていくものとする。身近な自然環境との関わりの機会や場が急速に失われている地域においては、

TEKやそれに根付いた文化の衰退が予測されるとした（渡辺・鷲谷 2005：825）。

　チベットの生態保全には守護神や土地神など宗教や文化的な影響が強い。これは、万瑪項欠

（2011）が述べるように、ボン教と仏教がチベット社会で相次いで発展していく中、山水林や川湖海

などに土地神、守護神などが存在し、それらを供養する、宝物や経典を埋蔵するなど、清める習慣が

成り立ってきた。聖山や聖水個々にそれぞれの神話や伝説があり、今でも深くチベット人の心奥に根

付いている。また、自然環境を命の有無に関係なく大事にしてきた。湖や川、小さな水源でも、手足

を洗ったり、洗濯したり、肉製品を置いたり、ゴミなど汚いものを捨てたりしたら、手足が病気にな

ったり、障碍者になったり、もしくは家族に伝染病や望まない病などが発生する恐れがあるので、汚



103

地域住民の視点からみた青海省チベット牧畜地区における伝統的な生態意識と環境破壊の原因

さないのは勿論、それらに供物を捧げたり、焚き上げなどをして、世の中の人間が病気から逃れ、家

畜が被害から逃れられるように祈る。動物の中でも、ジャコウジカ、レイヨウ、シカ、ブルーシー

プ、ノロバなど温順な動物は昔から重点保護の対象であり、トラ、ライオン、シカ、野生ヤク、狼な

どの野生動物の多くは神や護法神、そして守護神、土地神などの乗り物とし、それらに害を与えた

り、肉を食べたりはしない。また、ヘビやカエル、サカナなどは水神として捉え、それらを殺さず、

肉を食べない習慣がある。家畜の中でも蹄が分かれているヤク、ヤギ、ヒツジの肉は食べるが、蹄が

楕円形の馬、ラバ、ロバの肉は食べない。

　上述の通り、チベット社会における自然信仰は仏教が入る前の土着宗教であるボン教から生まれた

ものであり、15世紀以上経つ今日でも、そのボン教の影響とチベット仏教の慈悲の思想が融合し、

日常生活の中に深く根付いている。

　もう一つは慣習法から環境保護を検討した論文が数多く見られることである。チベット地区におけ

る環境保護に関する慣習法を、①歴代チベット王朝が定めた法令、②部落レベルの規定、③寺院によ

る規定の三つから概観することができる。

　7世紀の吐蕃王朝ソンツェン・ガンボ王時期に定めた『十善法』の中で殺生は重罪の一つとして捉

えられており、歴代王朝が法律を定める上で基盤として位置づけている。14世紀半ばにパクモドゥ

政権が地方発展のために植樹造林事業を行った（チャペル・ツェテン・プンツォほか 2015）。

　17世紀初頭カルマ派政権が配布した「十六法典」（1631）の規定では、絶滅の危機にある動物を救

うため、神変祭（正月十五日）から 10カ月間封山令と封川令を実施した。17世紀半ば五世ダライ・

ラマが「禁猟法」を実施した。20世紀半ば特に寺院において十三世ダライ・ラマ「訓令」の規定で

は、狼とマーモット以外の野生動物は禁猟すると定めている（華熱 2003；屈・楊 2011；劉 2011；甘

措・彭毛卓瑪 2008）。そして、アムド地区では、カンツァ部落、ゴルックモペ部落、甘粛ゲンジャ部

落、カムのリタン部落などではその地域ごとの禁猟や伐採禁止、自然資源の採掘禁止など具体的な罰

金を規定して今でも守られている（劉・申 2007）。

　Shen・Luら（2012）の調査では、寺院は神聖な山々を保護する上で重要な役割を果たしてきたと

している。彼らの報告では、近年では、資金不足（38.3％）や自然資源の採掘（30.0％）、法的承認と

政府の支援の欠如（23.3％）、人材不足（11.7％）などが原因で、寺院による聖なる山への管理は大き

な困難を抱えている。さらに、神聖な山への脅威は、コミュニティの内外の力から発生している。一

般的に、強い伝統や組織を持っていたコミュニティでは、コミュニティの外部からの企業や観光客な

ど非チベット人が神聖な山に環境負荷をかけているが、強い伝統を持たないコミュニティでは、より

多くの村人の違反という内部圧力を経験している。近年、個人の違反に加えて、政府機関や営利企業

による道路建設（29.7％）、観光（29.7％）、鉱業（9.5％）、及び水力開発（1.4％）などの開発行為の

増加が神聖な山への新たな脅威になっていると指摘している（Shen et al. 2012：13）。

　これまでは、慣習法が国家法の役割を果たし、時として国家法と共存しながらチベット社会を支え

てきた。しかし、近年では、移住政策や村の解体などにより、この寺院や長老を主とした慣習法の組

織的な役割が徐々に喪失しつつある。変わって国家法がチベット社会の地域ガバナンスを運営してい

る。とはいえ、人々の内面的意識にはまだ慣習的な思想が依然として存在し、それによって個人個人

の行動及び道徳を規制している（旦却加 2019：154︲158）。これは、チベットの慣習法は権威と権利
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よりも「チベット仏教の慈悲の心」と「因果応報」の仏教的な思想が核心となっているからだと考え

られる。

（3）　先行研究の到達点と本研究の位置づけ

　上記の先行研究を通して、チベット地区の伝統的な生態意識について多くの研究者が多角的な視点

から研究し、伝統的な生態意識や TEKが研究領域において概念化され、重視されるようになってき

た。しかしながら、これらの多くは牧畜地で生活している現役の牧畜民を対象にした研究がほとんど

である。また、外国の研究を除いた多くの中国国内研究では、慣習的管理や仏教思想の理念が環境保

護上有効だと主張しているが、データをもとにした研究は極めて少ない。さらに言えば、環境保護の

ため、三大水源地（長江・黄河・メコン川）から移住してきた生態移民の研究の多くは牧畜民が牧畜

地を離れることで草原の自然環境を保全しようとする考え方である。つまり、牧畜民の伝統的な生態

意識が無視されている。

　本研究では、ここに焦点を当て、牧畜民の移住者にアンケートを行い、またこれによりマクロな視

点から考察されてきたコモンズ論も当事者である牧畜民の意識から明らかにすることができた。

Ⅱ　研究の目的と方法

（1）　研究目的

　本論文は、自然環境の改善状況、環境破壊の原因、伝統的な生態意識、環境保護と生活向上との関

連性などの住民の意識を多角的な実証的データに基づいて明らかにし、生態移民政策を評価すること

が目的である。

（2）　調査対象と方法

　本研究において、青海省を取り上げた理由はまず、青海省牧畜地区は三江源（長江・黄河・メコン

川）の発祥地で、2000年以降、環境保護と貧困からの脱出方策として生態移民政策が実施されてい

るためである。また、牧畜地域の中で、青海省は代表的な地域の一つでもある。さらに、本研究を通

じて牧畜民の伝統的な生態意識や住民の環境への認識は今後の地域活性化への活用、そして環境保護

活動にも期待できるためである。

　本研究では青海省チベット地区における四つのチベット自治州（16県（市）1卿（区））にて 18カ

所の移民村を対象とし、そこで暮らす 500人の牧畜民に訪問面接式のアンケート調査を行った。調査

期間は 2019年 2月 10日︲2019年 5月 1日までの 3カ月間である。

　調査を行うにあたって、まず、原住地との距離によって、最も近い卿内レベルの移住（10 km︲ 

17 km）から、県内移住（20 km︲200 km）、州内移住（360 km以内）、そして最も遠い省内レベルの

移住（480 km以内）の四つに分けた。

　次に、それぞれの距離を意識しながら移民村に入り、訪問面接式で調査票の依頼を行った。調査を

行うにあたって、本調査の趣旨を説明し、承諾を得た後、調査票を配布した。

　調査票はチベット語に訳して配布したが、住民が回答しやすいように中国語の調査票も常に携帯し
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た。また、必要に応じて筆者が調査項目を読み上げ、得られた回答を筆者が記入した。なお、記入に

誤差が出ないように、1人の協力者が二重チェックを行った。

　玉樹チベット自治州はカンパ方言（筆者とは違う方言）が強い地域である為、現地の同行者に介入

を依頼した。その際調査対象者のプライバシーが漏れないよう、誓約書にサインをとった（写真 1、

2）。

写真 1　訪問面接調査の様子（筆者と移民村の住民）2019年　調査協力者が撮影

写真 2　遠くから撮った移民村　2019年　筆者 1が撮影
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（3）　分析方法

　分析方法は主に単純集計とクロス集計を用いる。単純集計では、回答者の基本属性と原住地の利用

度、移住距離、（移民村で）長期的に暮らす意向の有無、環境保護と生活向上との関連性を把握し

た。その上で、クロス集計法を用いて、基本属性及び自然環境の改善状況、環境破壊の原因、伝統的

な生態意識、環境保護と生活向上との関連性などについて分析した。

（4）　倫理的配慮

　調査票表紙に調査の趣旨・目的、データの処理、保管方法、調査結果の公表等に関する配慮内容に

ついて明記した。承諾を得た対象者だけに回答を依頼した。なお、調査に先立ち、日本福祉大学福祉

社会開発研究科研究倫理審査委員会（2019年 1月）を受審し、調査内容及び方法について倫理的配

慮が図られているとの承認を得ている。

Ⅲ　研究結果

（1）　調査地の概要

　回答者の居住地域について、「黄南チベット族自治州（A）」では、四つの移民村（15.8％）と、「海

南チベット族自治州（B）」では、二つの移民村（9.6％）、「ゴロク・チベット族自治州（C）」では、

三つの移民村（23.2％）、「玉樹チベット族自治州（D）」では、八つの移民村（31.0％）、「海西モンゴ

表 1　調査地の概況と原住地までの距離

移民村 回答
者数 ％

原住地と移民村の距離

距離 km 移住範囲

黄南チベット族自治州（A） チェンツァ県 A︲1移民村 15 3.0 43︲48 県内

ツェコク県 A︲2移民村 8 1.6 25 県内

ツェコク県 A︲3移民村 11 2.2 10 卿内

ツェコク県 A︲4移民村 45 9.0 15︲17 卿内

海南チベット族自治州（B） ＊トンテ県 B︲1移民村 15 3.0 400︲480 他州

トンテ県 B︲2移民村 33 6.6 20︲90 県内

ゴロク・チベット族自治州（C） ガンデ県 C︲1移民村 43 8.6 60︲160 州内

マトェ県 C︲2移民村 33 6.6 348︲360 州内

マチェン県 C︲3移民村 40 8.0 30︲180 県内

玉樹チベット族自治州（D） ディトェ県 D︲1移民村 16 3.2 200︲240 県内

ディトェ県 D︲2移民村 20 4.0 85 県内

ディトェ県 D︲3移民村 12 2.4 88 県内

ディトェ県 D︲4移民村 18 3.6 40 県内

ディトェ県 D︲5移民村 13 2.6 50 県内

ディトェ県 D︲6移民村 42 8.4 45︲85 県内

ディトェ県 D︲7移民村 15 3.0 97︲160 県内

チュマルレプ県 D︲8移民村 19 3.8 165︲200 県内

海西モンゴル族・チベット族
自治州（E） ＊ゴルムド市 E移民村 102 20.4 280︲470 他州



107

地域住民の視点からみた青海省チベット牧畜地区における伝統的な生態意識と環境破壊の原因

ル族チベット族自治州（E）」では、一つの移民村（20.4％）であった（表 1、図 1）。うち、＊が付い

ているトンテ県 B︲1移民村とゴルムド市 E移民村は州を越えて移住した移民村である。

（2）　調査対象者の属性

　対象者の基本属性を概観すると、性別では、男性が 367人（73.4％）で、女性が 133人（26.6％）

であった。年齢層を若年層と中年層、高齢層の三つに区別した（10代は 2人しかいないが、データ

の有効性が見られるため、本研究では若年層の中に入れた）。平均年齢は 47.42歳であった。うち、

40歳から 59歳までの中年層が最も多く全体の 5割近くを占める（239人；47.8％）。次いで 14歳か

ら 39歳までの若年層（154人；30.8％）と 60歳以上の高齢層（107人；21.4％）の順である。学歴に

ついては、対象者の多くは 30代以上で就学率が総じて低かったため、無学歴（373人；74.6％）、高

校卒業まで（102人；20.4％）、専門学校卒以上（25人；5.0％）と大きく三つに分けた。職業につい

ては、最も多い回答が「無職」177人（35.4％）、次に「その他の職種」131人（26.2％）、「牧畜業」

106人（21.2％）と続き、「国家公園管理
（4）
員」が 86人（17.2％）と最も少なかった。うち、「その他の

職種」の内訳にタクシードライバー、公務員、商売人、僧侶、警備員などを含む。

（3）　牧畜地の自然環境の改善状況

　「牧畜地の自然環境の改善状況」の回答結果を表 2に示す。

　まず、基本属性以外の項目の単純集計を概観すると、原住地の利用度については、「半年に一回以

上」利用している人が 167人（33.4％）、「月一回以上」利用している人が 126人（25.2％）、「戻って

いない」人が 139人（27.8％）であった。一方、「原住地で生活している」人がわずか 68人（13.6％）

図 1　青海省の全体像と調査した移民村の数　青海省の地図をもとに筆者作成
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と最も少なかった。また、移住距離とは原住地の牧畜地から新居住地の移民村までの距離を指す。う

ち、「300 km以上」が 125人（25.6％）で最も多かった。次に「100 km︲299 km」が 123人（25.2％）

で、「50 km︲99 km」と「50 km未満」が同じく 120人（24.6％）であった。そして、今の移民村で長

期的に暮らす意向の有無については、「あり」と回答した人が 370人（76.0％）と最も多く、「わから

ない」が 76人（15.6％）、「なし」が 41人（8.4％）と最も少なかった。家畜の増減では、50％ 以上

減少が 283人（56.8％）と最も多く、次いで「増減なし」が 175人（35.2％）、50％未満減少が 36人

（7.2％）、増加ありがわずか 4人（0.8％）で最も少なかった。

　次に、「牧畜地の自然環境の改善状況」という設問の 4段階の回答のうち、「とても改善した」と

「改善した」を「改善した群」；「あまり変わりがない」と「悪化しつつある」を「改善しなかった群」

の 2群に分類した。各設問回答との関連について分析した結果、改善した群が 295人（61.7％）と改

善しなかった群が 183人（37.3％）であった。回答者の属性別で見ると、男性は改善したと回答した

人が 63.5％ で、女性の 57.1％ より高い割合であるが、女性は改善しなかったと答えた人の割合が

43.0％で、男性の 36.6％より高かった（p≦.001）。年齢層が高くなるにつれて、改善しない傾向が強

く、高齢層の人が 49.0％と最も多かった（p＜.05）。職業では、その他の職種に就いている人が改善

表 2　牧畜地の自然環境の改善状況

項目 とても改善 改善した 変わらない 悪化しつつある P値

77（16.1％） 218（45.6％） 119（24.9％） 64（13.4％）

性別 男性 16.9 46.6 20.6 16.0 .001＊＊

女性 14.1 43.0 36.7 6.3

年齢層 若年層 12.8 43.9 29.7 13.5 .011＊

中年層 20.3 49.1 17.7 12.9
高齢層 11.2 39.8 34.7 14.3

学歴 無学歴 14.5 47.2 24.9 13.4 .734
小学校～高校卒 19.8 40.6 26.0 13.5
専門学校卒業以上 25.0 41.7 20.8 12.5

職業 牧畜業 18.4 40.8 17.3 23.5 .000＊＊＊

国家公園管理員 9.6 54.2 16.9 19.3
無職 14.0 45.3 33.7 7.0
その他の職種 21.6 44.0 24.0 10.4

原住地の利
用度

原住地で生活している 20.0 40.0 15.4 24.6 .001＊＊

月一回以上 18.3 50.0 17.5 14.3
半年に一回以上 12.5 51.9 26.3 9.4
戻っていない 18.3 33.9 36.5 11.3

移住距離 50 km未満 25.9 37.5 25.9 10.7 .000＊＊＊

50 km︲99 km 25.0 42.9 22.3 9.8
100 km︲299 km 4.1 50.0 32.8 13.1
300 km以上 10.8 53.3 17.5 18.3

長期的に暮
らす意向

あり 17.1 47.6 23.8 11.5 .001＊＊

なし 2.8 52.8 13.9 30.6
わからない 18.9 32.4 36.5 12.2

家畜の増減 50％以上減少 13.8 47.1 25.4 13.8 .848
50％未満減少 16.7 50.0 16.7 16.7
増減なし 19.4 42.5 25.6 12.5
増加あり 25.0 50.0 25.0 ―

＊＊＊：p＜.001　＊＊：p＜.01　＊：p＜.05
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したと認識している人が 65.6％と最も多かった。一方、改善しなかった群では牧畜業を継続してい

る人の方が 40.8％と最も多かった（p＜.001）。

　原住地の利用状況から見ると、原住地の利用度が低くなるにつれて改善しなかった傾向が強く、原

住地に戻っていない人が 47.8％と最も多かった。一方、月一回以上利用している人が改善した回答

が 68.3％ と高い割合を占めた（p≦.001）。また、原住地までの距離について、中間距離の 50 km︲ 

99 kmの人が改善した（67.9％）割合が高かった（p＜.001）。長期的に暮らす意向の有無では、今の

移民村で長期的に暮らす意向のある人が改善した回答の割合が高く、全体の 64.7％ を占めた。一

方、移民村で長期的に暮らす意欲が低くなるにつれて改善しない傾向が見られた（p≦.001）。

（4）　自然環境の破壊原因

　「牧畜地の自然破壊の原因は何だと思うか」の回答結果を表 3に示す。回答者全体のうち、「鉱山な

ど自然資源の採掘」を主な原因と認識している人が 38.2％と最も多く、次いで「気候変動」が 21.4

％、「冬虫夏
（5）
草取りすぎ」が 17.6％の順に多かった。一方、「過放牧」が自然破壊の原因だと認識し

ている人は必ずしも多くはなかった。

　回答者の属性別で比較すると「過放牧」、「冬虫夏草取りすぎ」、「気候変動」、「鉱山など自然資源の

採掘」の 4項目に有意差が見られた。

　まず、「過放牧」に関して、原住地までの距離が最も遠い「300 km︲400 km」から「10 km︲49 km」

へと認識度合いが高くなっていった（p＜.05）。自然資源の改善状況では、改善したのが 22.0％と最

も高い割合が占める（p≦.001）。

　次に「冬虫夏草取りすぎ」に関して、職業では、国家公園管理員が冬虫夏草の取りすぎが自然環境

の破壊原因と認識している割合が高かった（p＜.05）。そして、原住地の利用度では、原住地の利用

度が多い「原住地で生活している」と「月一回以上」の回答者は、原住地利用度が少ない「半年に一

回以上」と「戻っていない」より高い割合を占めた（p＜.01）。距離では、100 km以上がそれ以下よ

り破壊原因の度合いが有意に高かった（p＜.01）。また、牧畜地の自然環境が改善したと回答した人

は改善しなかったより高い割合を占めた（p≦.001）。

　また、「気候変動」に関して、性別では男性が女性より高い割合を占めた（p＜.05）。職業では、

「無職」から「その他の職種」、「国家公園管理員」、「牧畜業」へと職業内容が原住地と関わることが

強くなるにつれて破壊原因の度合いが高くなっていった（p＜.001）。原住地の利用度でも、利用頻度

が高くなるにつれて気候変動による破壊原因の割合が高くなる傾向が見られた（p＜.05）。距離では

有意差があったが一定の傾向は見られなかった（p＜.01）。

　そして、「鉱山など自然資源の採掘」に関して、性別では、男性が女性より破壊原因の度合いが高

かった（p＜.05）。職業では、「国家公園管理員」の割合が最も多かったほか、「無職」から「その他

の職種」、「牧畜業」、「国家公園管理員」へと職業内容が原住地と関わることが強くなるにつれて破壊

原因の度合いが高くなる傾向が見られた（p＜.001）。距離では、他の選択肢（過放牧、冬虫夏草の取

りすぎ、気候変動）に比べて、10 km︲49 kmから 300 km︲480 kmへの順に破壊原因の度合いが高く

なる逆傾向が見られた（p＜.001）。また、家畜の減少率が高くなるにつれて、破壊原因の度合いが高

くなる傾向が見られた（p＜.01）。牧畜地の改善状況については、他の破壊原因（過放牧、冬虫夏草
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の取りすぎ）とは逆に改善しなかった認識度合いが高かった（p＜.05）。

（5）　伝統的な生態意識について

　「伝統的な生態意識としてどのような意識があるのか」の回答結果を表 4に示す。回答者全体のう

ち、「水源に神様がいるため、汚くしないこと」の回答者が 64.0％と最も多かった。次いで「山や川

の神様が怒るから勝手に採掘しないこと」と回答した人が 60.4％、「冬と夏の牧場で移動しながら放

牧すること」が 57.2％ と半分以上を占める。そして最も少なかった「仏教による「少欲知足」や

表 3　牧畜地の自然破壊の原因（複数回答）（Fisher正確優位確率（片側））

項目 過放牧 冬虫夏草取りすぎ 気候変動 鉱山など自然資源の採掘

75（15.0％） 88（17.6％） 107（21.4％） 191（38.2％）

性別 男性 14.4 18.3 24.0 40.9
女性 16.5 15.8 14.3 30.8
P値 .326 .310 .012＊ .025＊

年齢層 若年層 13.0 22.7 20.1 34.4
中年層 18.0 17.2 22.6 41.4
高齢層 11.2 11.2 20.6 36.4
P値 .185 .054 .821 .346

学歴 無学歴 15.3 16.6 21.2 40.2
小学校～高校卒 17.6 20.6 19.6 33.3
専門学校卒業以上 ― 20.0 32.0 28.0
P値 .082 .615 .392 .251

職業 牧畜業 20.8 10.4 40.6 36.8
国家公園管理員 4.7 25.6 25.6 62.8
無職 16.9 19.8 13.0 31.1
その他の職種 14.5 15.3 14.5 32.8
P値 .015＊ .034＊ .000＊＊＊ .000＊＊＊

原住地の利
用度

原住地で生活している 11.6 20.3 30.4 40.6
月一回以上 15.1 27.8 23.8 46.8
半年に一回以上 13.2 15.6 22.8 35.3
戻っていない 19.8 9.9 13.2 34.7
P値 .353 .002＊＊ .034＊ .158

移住距離 50 km未満 21.7 10.8 15.8 17.5
50 km︲99 km 19.2 11.7 32.5 35.0
100 km︲299 km 13.0 25.2 20.3 48.8
300 km以上 8.0 20.8 18.4 49.6
P値 .013＊ .005＊＊ .009＊＊ .000＊＊＊

長期的に暮
らす意向

あり 17.8 17.3 21.4 38.1
なし 7.3 26.8 22.0 51.2
わからない 7.9 13.2 25.0 36.8
P値 .030 .175 .783 .241

家畜の増減 50％以上減少 13.8 18.4 19.4 44.2
50％未満減少 8.3 30.6 33.3 41.7
増減なし 18.3 13.1 21.1 28.6
増加あり 25.0 25.0 50.0 25.0
P値 .338 .076 .129 .009

牧畜地の改
善状況

改善した 22.0 22.7 23.4 34.6
改善しなかった 4.9 10.4 19.1 44.8
P値 .000＊＊＊ .001＊＊＊ .163 .016＊

＊＊＊：p＜.001　＊＊：p＜.01　＊：p＜.05
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「慈悲」の思想影響」も 45.4％と半数近くを占める。

　回答者の属性別でみると、まず、性別では、男性は女性より「水源に神様がいるため、汚くしない

こと」（p＜.05）、「仏教による「少欲知足」や「慈悲」の思想影響」（p＜.05）の意識度合いが高く、

有意性が見られた。年齢層では、中年層以上の方は若年層より「山や川の神様が怒るから勝手に採取

しないこと」の認識度合いが高い傾向にあった（p＜.05）。学歴では、「水源に神様がいるため、汚く

しないこと」（p＜.001）と「山や川の神様が怒るから勝手に採掘しないこと」（p≦.001）の 2項目に

表 4　伝統的な生態意識について（複数回答）（Fisher正確優位確率（片側））

項目 冬と夏の牧場で移
動しながら放牧す
ること

水源に神様がいる
ため、汚くしない
こと

山や川の神様が怒
るから勝手に採掘
しないこと

仏教による「少欲
知足」や「慈悲」
の思想影響

286（57.2％） 320（64.0％） 302（60.4％） 227（45.4％）

性別 男性 58.3 67.0 62.7 48.5
女性 54.1 55.6 54.1 36.8
P値 .232 .013＊ .053 .013＊

年齢層 若年層 50.6 57.1 51.9 40.9
中年層 62.3 66.9 64.9 50.2
高齢層 55.1 67.3 62.6 41.1
P値 .065 .103 .033＊ .118

学歴 無学歴 57.9 68.6 64.3 45.6
小学校～高校卒 58.8 53.9 53.9 46.1
専門学校卒業以上 40.0 36.0 28.0 40.0
P値 .201 .000＊＊＊ .001＊＊ .853

職業 牧畜業 47.2 61.3 52.8 31.1
国家公園管理員 70.9 80.2 73.3 64.0
無職 57.1 61.6 60.5 42.4
その他の職種 56.5 58.8 58.0 48.9
P値 .012＊ .007＊＊ .032＊ .000＊＊＊

原住地の利用度 原住地で生活する 59.4 63.8 49.3 42.0
月一回以上 61.9 71.4 73.8 62.7
半年に一回以上 56.9 64.1 59.9 43.1
戻っていない 57.9 58.7 56.2 38.0
P値 .847 .215 .003＊＊ .000＊＊＊

移住距離 50 km未満 36.7 46.7 37.5 22.5
50 km︲99 km 55.8 65.8 66.7 43.3
100 km︲299 km 71.5 74.0 69.9 57.7
300 km以上 66.4 72.0 68.0 56.0
P値 .000＊＊＊ .000＊＊＊ .000＊＊＊ .000＊＊＊

長期的に暮らす意
向

あり 59.7 62.7 61.1 47.6
なし 43.9 78.0 46.3 31.7
わからない 59.2 65.8 68.4 48.7
P値 .147 .145 .065 .141

家畜の増減 50％以上減少 64.0 68.6 66.4 50.9
50％未満減少 72.2 61.1 55.6 47.2
増減なし 43.4 56.6 51.4 36.0
増加あり 25.0 100 75.0 50.0
P値 .000＊＊＊ .028＊ .012＊ .021＊

牧畜地の改善状況 改善した 57.6 61.4 60.0 43.4
改善しなかった 57.9 68.9 63.4 49.7
P値 .513 .058 .261 .104

＊＊＊：p＜.001　＊＊：p＜.01　＊：p＜.05
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有意差があり、学歴が低くなるにつれて認識度合いが高い傾向が見られた。

　次に、職業では、「冬と夏の牧場で移動しながら放牧すること」（p＜.05）と「水源に神様がいるた

め、汚くしないこと」（p＜.01）、「山や川の神様が怒るから勝手に採掘しないこと」（p＜.05）、「仏教

による「少欲知足」や「慈悲」の思想影響」（p＜.001）の 4項目で有意差があったが、一定の傾向は

見られなかった。しかし、国家公園管理員の認識度合いがその他の職種より圧倒的に高かった。

　そして、原住地の利用度では、「山や川の神様が怒るから勝手に採掘しないこと」（p＜.01）と「仏

教による「少欲知足」や「慈悲」の思想影響」（p＜.001）の 2項目に有意差があったが、一定の傾向

は見られなかった。距離別では「冬と夏の牧場で移動しながら放牧すること」（p＜.001）と「水源に

神様がいるため、汚くしないこと」（p＜.001）、「山や川の神様が怒るから勝手に採掘しないこと」（p

＜.001）、「仏教による「少欲知足」や「慈悲」の思想影響」（p＜.001）の 4項目で有意差があり、距

離が長くなるにつれて認識度合いが高い傾向が見られた。

　家畜の増減では、四つの伝統的な生態意識の項目とも有意差が見られた。うち、「増加あり」は三

つの項目で高い割合を持つほか、家畜の減少率が高くなるにつれて伝統的な生態意識も高くなる傾向

が見られた。

（6）　環境保護と生活向上との関連性

　牧畜民の都市生活と二地域居住という暮らし方が環境保護と生活向上にどのように関連しているの

かを明確にするため、「環境保護と生活向上との関連性」の回答結果を表 5に示した。回答者全体の

うち、「牧畜民が草原と町の間を行き来する生活を送ることで環境保護と生活向上が同時に達成でき

る」と認識している人が 181人（49.1％）と最も多かった。次いで、「牧畜民が草原を離れ、町に集

住することで環境保護と生活向上が同時に達成できる」と回答した人が 78人（21.1％）、「牧畜民が

草原を離れ、町に集住することで環境保護と生活向上が同時に低下する」が 68人（18.4％）、「牧畜

民が草原を離れ、町に集住することで環境保護と生活向上のどちらかが達成できる」が 42人（11.4

％）の順であった。

　まず、有意性の有無にかかわらず、「長期的に暮らす意向」の「なし」以外の全項目で「牧畜民が

草原を離れ、町に集住することで環境保護と生活向上のどちらかが達成できる」の割合が圧倒的に多

かった。中でも、性別では「男性」、学歴では「小学校～高校卒の人」、職業では「国家公園管理

員」、距離では「300 km以上」の人、長期的に暮らす意向が「わからない」人、家畜が 50％以上減

少している人、改善しなかったと回答した人が「牧畜民が草原と町の間を行き来する生活を送ること

で環境保護と生活向上が同時に達成できる」の割合が多かった。

　次に、性別では、男性は女性より「牧畜民が草原と町の間を行き来する生活を送ることで環境保護

と生活向上が同時に達成できる」（51.8％）と「牧畜民が草原を離れ、町に集住することで環境保護

と生活向上が同時に低下する」（19.5％）の割合が高い。女性は男性より「牧畜民が草原と町の間を

行き来する生活を送ることで環境保護と生活向上が同時に達成できる」（32.3％）と「牧畜民が草原

を離れ、町に集住することで環境保護と生活向上のどちらかが達成できる」（12.6％）の割合が高い

（p＜.05）。

　職業で、「無職」の人は他の職より「牧畜民が草原を離れ、町に集住することで環境保護と生活向
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上が同時に達成できる」（25.8％）の認識度合いが高かった一方、「牧畜業」の人は「牧畜民が草原を

離れ、町に集住することで環境保護と生活向上が同時に低下する」（19.5％）の割合がやや高かった

（p≦.001）。

　また、移民村で長期的に暮らす意向の有無では、「なし」と回答した人が「牧畜民が草原を離れ、

町に集住することで環境保護と生活向上が同時に低下する」という認識の度合いが最も高かった（p

＜.001）。

　そして、家畜の増減については、家畜の減少率が高くなるにつれて「牧畜民が草原と町の間を行き

来する生活を送ることで環境保護と生活向上が同時に達成できる」という認識の割合も高くなる一定

の傾向が見られた。一方、家畜が増加している人は「牧畜民が草原と町の間を行き来する生活を送る

ことで環境保護と生活向上が同時に達成できる」（50.0％）と「牧畜民が草原を離れ、町に集住する

表 5　環境保護と生活向上との関連性（n＝369）

項目 牧畜民が草原を離
れ、町に集住する
ことで環境保護と
生活向上が同時に
達成できる。

牧畜民が草原を離
れ、町に集住する
ことで環境保護と
生活向上が同時に
低下する。

牧畜民が草原を離
れ、町に集住する
ことで環境保護と
生活向上のどちら
かが達成できる。

牧畜民が草原と町
の間を行き来する
生活を送ることで
環境保護と生活向
上が同時に達成で
きる。

P値

78（21.1％） 68（18.4％） 42（11.4％） 181（49.1%）

性別 男性 17.7 19.5 11.0 51.8 .026＊

女性 32.2 14.9 12.6 40.2

年齢層 若年層 26.1 16.3 8.7 48.1 .318
中年層 21.8 17.3 12.3 48.6
高齢層 12.8 23.3 12.8 51.2

学歴 無学歴 23.1 20.5 10.4 45.9 .015＊

小学校～高校卒 15.0 11.3 10.0 63.7
専門学校卒業以上 19.0 19.0 28.6 33.3

職業 牧畜業 16.7 27.8 16.7 38.9 .000＊＊＊

国家公園管理員 16.3 8.2 ― 75.5
無職 25.8 20.3 10.9 43.0
その他の職種 21.6 12.7 12.7 52.9

原住地の利
用度

原住地で生活する 20.0 30.9 5.5 43.6 .067
月一回以上 18.8 16.7 9.4 55.2
半年に一回以上 17.1 15.4 14.5 53.0
戻っていない 29.8 16.0 12.8 41.5

移住距離 50 km未満 29.0 18.0 8.0 45.0 .001＊＊

50 km︲99 km 17.3 23.5 18.4 40.8
100 km︲299 km 21.5 12.7 16.5 49.4
300 km以上 17.1 13.4 2.4 67.1

長期的に暮
らす意向

あり 23.5 16.7 10.7 49.1 .005＊＊

なし 6.9 44.8 6.9 41.4
わからない 17.0 13.2 17.0 52.8

家畜の増減 50％以上減少 20.8 14.0 9.2 56.0 .009＊＊

50％未満減少 21.4 7.1 17.9 53.6
増減なし 22.5 27.1 14.0 36.4
増加あり ― 50.0 ― 50.0

改善状況 改善した 26.1 17.6 10.8 45.5 .070
改善しなかった 14.3 18.8 12.0 54.9

＊＊＊：p＜.001　＊＊：p＜.01　＊：p＜.05
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ことで環境保護と生活向上が同時に低下する」（50.0％）が半々であった（p＜.01）。

まとめ

　本研究では、移住がはじまってから 15年以上経つ生態移民政策を再評価し、その到達点と課題を

解明するため、生態移民が思う自然環境の改善状況、環境破壊の原因と伝統的な生態意識、環境保護

と生活向上との関連性などについて住民側の主観的な意識から明らかにした。

（1）　住民が思う自然環境の改善状況と破壊原因の認識ギャップ

　まず、牧畜地の自然環境が改善したと認識する人が 61.7％で半分以上を占めた。一方、悪化しつ

つあると認識している人も 1割以上いた（表 2）。この背景には、生態移民政策による一定の効果と

近年青海省で環境保全や野生動物の保護に工夫している効果があると考えられる。特に近年では、生

物多様性を国家戦略に取り上げ、野生動物の密猟、企業による鉱山資源の採掘などを停止したこと、

習近平国家主席の「緑水青山は金山銀山である」、「良好な生態環境は最も普遍的な恩恵をもたらす民

生福祉だ」、「世界の生態文明建設に共に取り組む」といった生態文明の思想をきっかけに、改善状況

に大きな変化が見られたと考えられる。しかしながら、調査を行う中、多くの住民はその改善状況を

ゴミが減ったなど表面的なことを指す場合もよくあった。

　次に、年齢層が高くなるにつれて改善しなかった傾向が見られた。中年層、特に高齢層（59.0％）

の人が長年牧畜生活を送ってきた中で、5年、10年、15年という短期的な変化に留まらず、20年、

30年、さらに 50年といった長期的な変化から自然環境の改善状況を評価したためであると思われ

る。そもそもある地域の自然環境の改善状況を見るには、短期的な年数よりも中長期的な年数で見た

方がより客観性が高いと思われる。

　そして、今回の調査では、移住による家畜数が全体的に急減したことから、牧草地の改善状況との

間で有意な差が見られなかった。しかし、家畜減少率の中でも 50％以上減少した家庭は 6割近くを

占めた。もし、G. hardinの「過剰利用によるコモンズの悲劇」が家畜にあるとすれば、家畜が減少

して 15年以上が経過した今、牧畜地の自然環境が「変わらない」、「悪化しつつある」という状態の

ままであるはずがない。一方、斎ら（2013）の調査で、移住後、第一次産業（牧畜業）の収入が移民

前の 4,612元から 1,178元に減少し、牧畜業を営む家庭が 83.8％から 38.3％へ減少したことが明らか

になった。韋（2016）の調査でも、移住家庭の多くは安定した収入がなく、収入源は政府が給付した

一世帯 6,000元若しくは 8,000元の補助金だけに頼っているように、牧畜業が主業であるチベット人

にとって、家畜の減少は生計が成り立つ収入源の減少を意味する。

　最後に、これまで政府や一部の研究者は過放牧がチベット地区の環境破壊だと認識し、牧畜民の草

原利用度を下げるため、生態移民を登場させた。しかし地域住民からは、「過放牧」よりも、「鉱山な

ど自然資源の採掘」、「気候変動」、「冬虫夏草取りすぎ」などによる破壊原因の方が多いと見られてい

た。これは政府の方針と地域住民の認識にギャップが生じていることを意味する。このギャップはチ

ベット地区だけではなく、内モンゴルの調査研究でもほぼ同じ現象が起きている（呉・文 2009）。一

方、「過放牧」について、かつてはチベット高原で四季輪牧、二季輪牧といった自然に沿って遊牧し



115

地域住民の視点からみた青海省チベット牧畜地区における伝統的な生態意識と環境破壊の原因

てきたものを、国は「過放牧」の認識で、牧畜地を柵で囲み、家畜の移動範囲を大幅に縮小したた

め、事実上の「過放牧」が発生した（Cao et al. 2013）。また、「過放牧」や「冬虫夏草取りすぎ」な

どの破壊原因はあるとしても一時的に改善できたが、鉱山資源の採掘による破壊はいまだに改善しな

い傾向にある。

（2）　住民の伝統的な生態意識の変容と再生としての二地域居住

　表 4に示した通り、チベット住民の伝統的な生態意識が全体的に高いことがわかる。これは上記の

先行研究でも指摘の通り、チベット独特の生態意識が長年環境保護の代替機能を果たしてきたためで

ある。しかし、近代化や都市への移住に伴い、年齢層が若くなるにつれて、特に、学歴が高くなるに

つれて、伝統的な生態意識の価値はあるとしても薄らいでいくことは推測できる。これは生態移民の

利便性と共に失われつつあるものである。それでも伝統的な生態意識の意義をデータから掘り起こす

ことでその意義を認識しなおし、自然破壊現象の歯止めになると考えることができる。

　結果の中で、生態意識が高い特徴として、牧畜業を継続している人よりも環境保護活動に努める

「国家公園管理員」と「無職」、「その他の職種」の人であること；移民村と原住地との距離が長けれ

ば長いほど生態意識が強いこと；家畜の減少率が高ければ高いほど生態意識が高い傾向が見られる。

　では、いかにして生態意識を伝承し発展させるのかを考える際、牧畜民の暮らし方が重要になって

くる。表 5の牧畜民の都市生活と二地域居住という暮らし方が環境保護と生活向上にどのように関連

しているのかの結果から読み取れる。

　「牧畜民が草原と町の間を行き来する生活を送ることで環境保護と生活向上が同時に達成できる」

が全項目で圧倒的に多かったことから、生態移民になった住民からすれば、二地域居住の暮らしが環

境保護と生活向上を同時実現する上での有効な道だといえる。

　そして、「牧畜民が草原を離れ、町に集住することで環境保護と生活向上が同時に達成できる」と

いう都市への移住を通して環境保護と生活向上を同時に実現しようとした生態移民政策はすべての住

民に有効だとはいえないものの、かつて過重労働に陥った女性や無職の人、そして、（もともと家畜

を所有していないことを含めて）家畜の減少率が少なくなるにつれて都市生活への肯定的な意識が少

しずつ見られる。

（3）　伝統的な生態意識の再生に向けて

　まず、伝統的な生態意識や伝統的生態学的知識を再生するには、原住地での人手を確保する必要が

ある。そのために、住民が二地域居住の暮らし方が環境保護と生活向上を同時に達成する暮らし方で

あることを肯定していることから、伝統的な生態意識に危機が直面する中、二地域居住は環境保護と

生活向上のほか、伝統文化や生態意識の伝承にも有効だと考えられる。

　次に、伝統的な生態意識の伝承、並びにコモンズの再生に向けて、「牧畜民が草原と町の間を行き

来する生活を送ることで環境保護と生活向上が同時に達成できる」という二地域居住の暮らし方を尊

重しつつ、新時代に適した牧畜業の模索が必要不可欠である。その際に、一つの運営モデルとして合

作社という協同組合のアソシエーション運営形式が考えられる。斎藤（2020）はマルクスの『資本

論』を再解釈し、労働者たちの自発的相互扶助（アソシエーション）がコモンズを実現すると指摘す
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る（斎藤 2020：145）。もう一つは、牧畜業を 1次産業としてだけではなく、加工などの 2次産業、

さらにはサービスや販売などの 3次産業まで含め、1次から 3次まで一体化した産業として牧畜業の

可能性を広げる 6次産業
（6）
化の推進が重要である。

　最後に、最も重要なのは、大村（2002）のイヌイトの研究で示したように、かつて非合理的で荒唐

無稽な迷信とみなされてきた伝統的な生態意識や TEKに科学的な生態知識と同等またはそれ以上の

効果があることを研究や実践の面で肯定的に捉え、それを実証的に明らかにした上で、SEKとの統

合の在り方を十分に考慮しなければならないことである。その際に、伝統的な生態学的知識を近代科

学に吸収してしまい、結果的に近代科学の一極支配を強化してしまう危険性を回避できる対策が必要

不可欠だと考えられる。

　本論文では、生態移民またはチベット牧畜民の生態意識が高いこと、家畜が急減し生活に困難を生

じていること、そして、二地域居住は牧畜民の生活向上と環境保護に有効であることはデータで示せ

たが、伝統的生態学的知識（TEK）として個々の事例を収集するには至らず、TEKの内容分析の部

分は欠けている。今後は、現地で暮らす地域住民と環境保護活動を行っている専門家らにインタビュ

ー調査をし、実践を通してチベット牧畜民の伝統的な生態意識をより具体化し、SEKとの統合方法

について考察していきたいと考える。

分担

　本稿は、彭毛夏措が現地調査とデータ入力を行い、3回にわたって、加羊と共にデータ分析や論文

の枠組みについて討論、確認したものである。アンケート調査票の概要と項目は写真 3と写真 4の通

写真 3　アンケート調査票（日本語版）



117

地域住民の視点からみた青海省チベット牧畜地区における伝統的な生態意識と環境破壊の原因

りである。　

　原稿化にあたっては、彭毛夏措が下原稿を書き、それに、加羊が本稿の理論である伝統的な生態学

的知識の部分を書き加え、最後に、2人で全体の確認を行った。

注
（ 1）　アメリカの生物学者 Garrett Hardinが、1968年に『The tragedy of the commons』（Science, 162, 

1243︲1248）で提起し、誰もが利用可能な共有の放牧地では個々人が自分の利益を最大化させるために家畜
頭数を増加させ、放牧地が劣化し、全体としては不利益を受けるとする主張である。「コモンズの悲劇」は

Hardinが提起した概念で、利用者による過剰利用によって、コモンズ（共有地）が崩壊するという。一
方、Hardinへの反証として、Ostromの主張は、利用者が地域のルールに基づいて過剰利用を避け、コモン
ズを持続的に維持管理してきたというものである（Ostrom 1990）。しかし近年では、利用者が脱退してい
くことで利用不足に陥って、過少利用によるコモンズの悲劇が問題視されてきた。

（ 2）　「TEK（伝統的な生態学的知識）とは、人間を含むさまざまな生物が相互に関係しながら環境との間に
切り結ぶ関係について、文化的な伝達によって世代から世代へと伝えられ、蓄積されてきた知識と信念の総

体である。TEKは資源の利用を歴史的に継続するかたちで実践してきた社会の所産であり、概して、そう
した社会は、産業化されていない、あるいは技術的にあまり進んでいない社会であり、その多くは先住のあ

るいは部族的な社会である。（中略）西欧の科学と TEK（さらには芸術）はどちらも、無秩序から秩序を創
り出す同一の普遍的な知的過程の結果である」（Berkes 1993：3）。以上、大村敬一の論文から引用（大村敬
一 2002a：32）。

（ 3）　SEK（Scientific Ecological Knowledge）とは科学的な生態学的知識のことであり、環境を人間との関
係から切り離して対象化、その環境にみられる現実の多様性を一般化したり、定量化することによって、客

観的な知識を構築する。全体を把握するというイデオロギーを持つ（大村 2002c：161）。

写真 4　アンケート調査票　（チベット語版）
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（ 4）　国家公園管理員は、長江、黄河、メコン川の源流地である三江源自然保護区を国家公園とし（2016年
に試され、2020年に正式に成立）、そこで定期的に巡回して野生動植物を観察記録したり、週一回若くは月
一回程度ゴミを回収したりして活動する牧畜民のことを指す。1.72万家庭に年間 21,600元の給料を支払っ
ている。

（ 5）　冬虫夏草は、鱗翅目（りんしもく）昆虫のコウモリガ科オオコウモリガの幼虫にバッカクキン科のフユ
ムシナツクサタケ（冬虫夏草菌）というキノコの一種が寄生して、子実体（キノコの傘と柄の部分）が出た

ものを指す。標高 3000︲4000 mの高原に産するもので、薬効研究として、腎臓の保護、皮膚の保護、抗ス
トレス効果や抗うつ、免疫細胞の減少抑制作用などが報告されている（メディカルハーブ事典 https:⊘⊘
www.medicalherb.or.jp⊘archives⊘163723 2022.08.15）。2003年、中国で発生した SARSをきっかけに、冬虫
夏草に抗ウィルスの効果があるという噂により急に値上がりし、チベット高原で冬虫夏草を採取することが

ブームとなった。今やチベット人並びにその周辺民族の主な収入源になっている。

（ 6）　6次産業化とは農畜産物の生産（1次産業）だけでなく、製造・加工（2次産業）やサービス業・販売
（3次産業）にも取り組むことで、生産物の価値をさらに高め、農業所得の向上を目指す取り組みのことを
指す。
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